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1．はじめに

　筆頭者は、教育方法にかかわる科目を担当する
ようになって、四半世紀を超えた。一方、連名者
は、2020 年度から教育方法関連科目を担当する
ようになった。経験年数の差は大きいものの、両
者とも、授業の課題の一つに、学習指導案の作成
を取り入れている。そして、課題の評価について、
意見を交換しているが、必ず話題に上るのが、学
生が設計する学習指導案は目標と評価についての
扱い方が十分ではないという点である。
　教職課程の再課程認定（2018）を機に、教職関
連の科目について「コア・カリキュラム」が示さ
れた。そして、シラバスを作成する際、担当者は、
コア・カリキュラムとの対応づけを示すととも
に、それらを（関連科目とともに）コア・カリ
キュラムの項目すべてをカバーすることが要求さ
れるようになった。特に、実践的な内容として、
模擬授業の実施が明示的に盛り込まれることと
なった。
　この段階で、対応できない教職課程は、撤退を
余儀なくされ、無事、認定された教職課程が現在
に至っている。

　このように、大きく実践寄りに回帰した教職の
カリキュラムであるが、残念なことに、教職課程
全体で（育成すべき資質・能力を見据えて）教育
内容や目標水準を調整する段階には至っていな
い。ましてや、教職課程を擁する複数の機関が連
携して、その内容や水準を協調的に検討する状況
とは、ほど遠い状況である（ただし、現時点で、
この主張の根拠を示す明確なデータは得られてお
らず、著者らの知りうる範囲での意見に過ぎな
い）。
　一方、同じ教職課程において、複数担当者が同
一科目を担当している場合、シラバスを統一する
動きはある。しかし、実際の授業展開は、各授業
者に任されており、授業を実施する事前段階、実
施中、事後の段階で、目標項目や水準などが検討
されることは少ないと考えられる（この点も、筆
者らの経験の範囲を出ない）。
　すなわち、我が国の多くの教職課程において、
教職関連科目の各授業や取得免許教科・科目にか
かわる専門教科の授業は、一部の例外を除き、授
業担当者の範囲で、内容の選択や水準の調整が行
われているに過ぎないと考えられる。
　先述の通り、再課程認定後、各教科・科目の教
育法などで（教育実習に備えた）模擬授業の実施
など、実践的な内容が扱われるようにはなってい
る。
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　しかし（筆者らの経験の範囲にとどまるが）多
くの場合、表面的、かつ、形式的に実施している
段階にとどまっている場合が多く、今まで教育工
学が蓄積してきた多くの知見は、あまり活かされ
ていない。もちろん（教育工学領域の）実践研究
者や研究的実践者が中心となり、従来からの知見
を意識的に受け継いできている機関では、相応の
成果を示していると思われる。
　ところで、先述の通り、筆頭者は「教育方法及
び技術」担当を続けてきている。くわえて、諸般
の事情もあり、教職課程の「総まとめと振り返り」
と位置付けられ、教育実習を終えた４年次後期の
実施が定められている「教職実践演習」も（ここ
数年）担当している。
　この科目は、教職に就くために、自らの資質・
能力を見直し、どのような点を補うべきかを考え
るための科目である。そのため、実践家の講和を
拝聴したり、特定のトピックについて、意見交換
を行ったりする場合が多い。その際、教職課程の
学びにかかわる「ポートフォリオ」などが活かさ
れることも期待されている。
　今回、形だけの「まとめ」にすることなく、「教
育方法」担当者の視点から、学修した内容の再確
認や教育実習の経験に基づくブラッシュアップな
どを試みた。

2．単元計画の作成課題の検討

　上述の「教職実践演習」は、４年次の後期に開
設が指定されていることから、その受講者は、当
該科目を除く、すべての教職にかかわる科目、並
びに、教科にかかわる科目の単位を取得し、教育
実習を完了していることが前提である。
　ただ 2020 年度は、新型感染症の影響により、
当該授業科目もオンラインでの実施を余儀なくさ
れた上、通常、春に実施していた教育実習が秋に
変更されたため、当該授業開始直後、授業に参加
できない受講者が多数存在していた。
　そこで（教育実習終了までの数回については）
オンラインによる意見交換や新たな話題提供を避

け、教育実習後（Moodle ベースの）LMS 上の課
題に取り組めるようにした。
　今回、教育方法を中心に、これまでの授業で
扱った内容などが、どの程度、定着しているか、
確認してみることにした。具体的には、

　 0）当該授業の位置付けの説明
　 1） 授業力チェック表に基づく、自己評価と各

教科の授業力項目の検討
　 2） 取得希望免許の教科・科目にかかわる年間

指導計画（単元計画）の作成
　 3） 学外活動計画案の作成
　 4） 学習障害と ICT 活用（映像の視聴と検討）
　 5） 情報モラルの指導（計画案の作成）
　 6） 教員研修（検索と整理）
　 7） オンライン授業（試作と課題の検討）
　 8） 学校における危機管理
　 9） 教職課程の全体像と資質・能力

などの内容を扱った。
　例えば「 2）単元計画の作成」については、本
来なら、各教科の指導法などで、学習指導案の作
成に取り組ませる際、教科や科目の全体の目標、
扱う内容や目標の構成を検討した上で、具体的な

（本時の）授業の設計に取り組ませるものと思わ
れる。したがって、教育実習を終え、詳細な学習
指導案を作成し、それに基づく研究授業なども経
験している受講者には、復習的な内容であると考
えていた。
　しかし、課題の提出状況や内容から、学生が苦
戦を強いられた様子が見てとれた。学生による毎
回の授業改善提案や感想などでは、学習指導要領
の教科や科目の目標、見方や考え方が（「教育方
法」の想定より）身近ではなく、年間指導計画を
設計する課題は「復習」ではなく新たな課題と認
識されたようである。
　この点、理系と文系の情報関連学部に所属する
学生が受講する他大学の「情報科教育法」で，年
間指導計画を設計する課題に取り組ませてみた。
そこでも同じ傾向を示した。
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　これらのことから（限られた事例ではあるが）
普段の授業設計に際し（教育工学の知見に基づく
ような）学習指導要領を軸に、教科書の課題や関
連する資料を素材とし、目標とする学習項目やそ
の水準を生徒の状況などを勘案して、再構成し
て、単元や本時の授業展開などを考えている訳で
はなく、手近な教科書や自らの学修経験に基づ
き、内容を教える（伝達する）展開を想定する者
が多いと考えられる。
　教育実習を終えた学生の報告によれば、事前に
作成したプリントの穴埋めを中心に説明するタイ
プの授業展開（主に、社会科）、授業の冒頭部分
で、歌を歌って言葉やリズムに慣れ親しむ授業

（主に、英語科）など、教科や教員それぞれに応
じた様々な指導の流儀がある。子どもたちと実際
に対峙する教育実習を短期間経験しただけの学生
にとっては、教科書の内容を正確に伝えるのが精
一杯で、教科書の用語に埋め込まれている専門的
知識の関連性を検討したり、授業展開をルーティ
ン化したりすることは、難しいレベルであるのか
もしれない。これは、吉崎（1995）が、初任教師
の授業設計の発達課題（すなわち、初任段階の教
師が授業設計について、目指すべき目標）として

「指導書の単元案の例をみたときに、単元全体の
イメージがわく。単元と単元との関係に気づく」
と示したことからもわかる。
　これに対し、松田（2020）は、情報科教育法の
指導に際して「総合的な探究の時間」を軸に、情
報科の教育内容や水準を逆向きに考えさせる方法
を提案している。しかし、教科の専門知識、教職
にかかわる知識や技能が十分ではない学生には

（総合的な探究の時間などの）テーマ設定そのも
のが浅薄なものとなり、教科指導に反映させられ
るレベルに達することは難しいと予想される。
　そこで、我々は、年間指導計画を考えさせる際
に、毎回の活動が、それ以前の（同じ）教科・科
目とどう関連しているのか、他教科とどう関連し
ているのかなどを、一つひとつ記述させること
で、内容間の関連性を検討させることとした。
　例えば、高等学校・共通教科「情報」の場合、

これまでの学習指導要領では、各項目が、学習展
開を踏まえた順序になるようにデザインされてい
た。ところが、今回の改訂では、その流れが見え
にくくなっている。他の教科・科目と同様、専門
領域のトピック間の関連性や難易度などをより吟
味せざるを得なくなっている。その結果、専門科
目すべての知識を網羅的に、かつ、十分に身につ
けられていない学生にとっては、目先の教科書に
頼らざるを得ない状況が助長されることが予期さ
れる。
　そこで、我々は、内容の関連性を意識させるた
めに、幾つかのトピックについて、他の科目では、
どのように扱われているかを学生に想起させるこ
とから始めている。その活動を通して、同じ題材
であっても、科目特有の見方や考え方によって、
扱われ方が異なることを体験させ、概念間の関連
性に意識が向くように働きかけてみている。

3．学習指導案の作成課題の検討

　先述の通り、筆者らの経験では、学びの成果
（概念やそれらの関係）を自律的に構造化するこ
とが難しい学生にとっては「教える」際に、子ど
もを「学びに導く」ための工夫より「知識を伝え
る」ことに注力してしまう傾向が見受けられる。
　実際（本時の）学習指導案を作成する課題に取
り組ませると、多くの学生は、教科書に記述され
ている内容を（授業者が学習者に向けて）伝える
ことに注力し、それらを「理解させる」と記述す
る場合が多い。この傾向は、本学の学生に限るも
のではなく、筆者らが担当する首都圏に位置する
複数の教職課程（いわゆる大学受験の上位校、中
堅校、並びに、教員採用試験苦戦校のいずれでも）
においても見られることである（ただし、いずれ
の場合も開放性の教職課程である）。
　教科によって、授業の展開方法が異なるのと同
じように、学習指導案の書き方にも、様々な流儀
がある。また、各養成校も、それぞれの書式を提
供している場合も多い。ただし、扱う範囲（教
科・科目や単元など）、対象とする学習者の特性、



― 4 ―

扱う内容の特徴や評価の観点、具体的な授業の展
開など、記述内容の構成要素は、ほぼ同じである。
　この学習指導案の記述について、教育工学／教
育方法の観点から着目する主なポイントは、

・目標の記述方法（授業者以外が、授業を観察
した際、その可否が判断可能な「行動」を示
す言葉で、目標が記述されているか）

・学習者の反応記述（授業者の仕掛けに対し、
予想される学習者の反応、特に、誤答などが
記述されているか）

である。前者は「目標行動」、後者は「誤答分析」
というトピックとして（教育工学にかかわる）授
業では、必ず扱われる（はずの）内容である。く
わえて、教科の教育法では、各教科の見方や考え
方が、内容的に反映されているかという点もポイ
ントとなる。
　ところが、我々の経験では、ほとんどの提出課
題では（残念ながら）目標行動や誤答分析が（学
習指導案に）反映されていない場合が多い。そし
て、先述した通り、授業者が伝達したい知識など
を「理解する」「理解させる」といった記述が中
心となっている。
　実際、学習指導要領には「理解する／させる」
などの多義的な表現が多いのだが、この点は、（理
解すると記述している）目標の到達水準を各実践
校の授業者が、子どもの状況に応じて、調整する
ことを含んでいる。
　そのため、教育実習生など、授業をより良く改
善することを考えねばならない者としては、授業
者と（その授業を観察したり、授業計画を検討し
たりする授業者以外の）第三者の双方が合意可能
な（すなわち、多義的ではない）目標の到達水準
記述が必要となる。ところが、現状の学習指導案
の書式は、目標行動を明示的に記すようにはなっ
ていないため、記述者が、意図的に「目標行動」

を用いなければならない。
　ここ数年、専門知識を持つ数名の情報系学部の
学生に対し、教科教育法担当者が何度も助言を繰
り返す事例に接している。しかし、30 名を超え
る受講者に対し、このような丁寧な指導を繰り返
すことは現実には難しいと言える。

4．今後に向けて

　教員養成を主としていない課程における教職の
学びの質を向上させるための活動に取り組んでい
る。これまでの実践活動を通して、見えてきた課
題に対し、限られた時間と限られた連携状況を踏
まえ、より良く解決するための方策を模索してい
る。
　現状では、物の形が利用者の行為を誘導すると
する「アフォーダンス理論」にヒントを得て、取
り組ませる課題の系列を開発し、学びの定着を促
すことができないかを検討している。

付　　記

　本稿は、日本教育工学会 JSET2021 春季大会の発表
内容を中心に、加筆したものである。
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